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研究成果の概要（和文）：11 言語の質問紙による「第２回多文化子育て調査」を実施し、77カ

国籍 2065 人の園児の保護者から日本での子育てや園生活の現況と子育て支援への意見を得て

考察した。園や関係諸機関へ分析結果を報告し日本語と英語の HP を公開している。加えて、日

本・韓国・中国・台湾の現地で同様の調査票による国際比較を行い多元的に検証した。５つの

子育て調査研究（N=7,863）の背景となる各国の保育教育政策や社会変動の現状、保護者が望む

子育て支援などを報告書にまとめて、相互に情報を共有化した。 

 

研究成果の概要（英文）：We conducted a time series survey, "second multi-cultural 
child-rearing research", with eleven language questionnaires for foreign parents of 
preschool children to examine their opinion of child-rearing support, the current status 
of preschool, and daily life in Japan. The analysis results of 2065 participants from 
77 nationalities were reported to the relevant organizations and preschools, and were 
published on HP in English and Japanese. In addition, an international comparison based 
on field surveys in Japan, Korea, China and Taiwan using the same scale sheets was 
undertaken. Together we report the current status of social change and the child care 
education policy of each country as a background, and the child-rearing support that 
parents suggested. The report of the five research studies (N=7,863) was mutually shared 
information. 
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１．研究開始当初の背景 
（１）日本に住む多文化な園児の保護者を対
象に「多文化子育て調査」を 2000 年に実施
し、実態を明らかにしたが、近年は経済的・
精神的に困難を抱える多文化な家族が増え

ている。 
（２）多文化子育ての支援状況は少しずつ改
善してはいるが、全国的には、地域差が大き
く未だ多くの課題が残されている。さらに、
近年、日本を含む東アジアでは激動する政変
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に伴い保育教育制度や子育て支援策、保護者
の子育て意識が変化している。 
（３）多文化な保護者はアジアと南米出身者
が大半を占めているが、近年、滞在年数や目
的が多様化しており、今後の支援に向けて全
国規模での経年調査の必要性がある。 
 
２．研究の目的 
（１）日本での「多文化子育て生活」の実態
を母語による 12種類の質問紙で 10年後の経
年比較を行い、現在の実態を明らかにする。 
（２）日本・韓国・中国・台湾での本国調査
を通して、各国の子育て現況と日本の多文化
子育てを多元的に検証する。 
（３）東アジアの子育て文化や情報環境を相
互に共通理解し合い、国や民族を越えて、す
べての子どもと家族へのより良い保育・教育
環境づくりを共に目ざす。 
 
３．研究の方法 
（１）本研究は、2011 年に①第 2回多文化子
育て調査、2012 年に②日本調査、③韓国調査、
④台湾調査、⑤中国調査の「５つの質問紙調
査」を現地での質的調査と並行して国際比較
を行った。なお、多言語による園通しの質問
紙調査は、事前に各地の園の所轄役所の協力
を得て、保護者用の各言語調査票数の確認な
ど段階的手続きを経て実査に臨んだ。 
（２）中国・台湾・韓国では調査協力者を中
心に、多くの園が各地域で調査に参画して進
行した。さらに、日本と海外での子育て支援
や保育教育施策の先端事例研究を行い、その
特徴や共通課題を相互に考察した。 
 
４．研究成果 
（１） 多文化子育て調査の経年比較 
① 第２回多文化子育て調査の基本的属性：
園児の平均年齢は 3.7 歳、回答者の 81.2%は
母親で、父親は 18.8%。母親の年代は 30 代が
57.5%、父親も 30 代が 46.2%と中心層だが、
40 代以上も 33.6％おり、前回調査より年齢
差が開いた夫婦が増えた。回答者の国籍の上
位６カ国は、中国・ブラジル・フィリピン・
韓国・ペルー・アメリカと日本の外国人登録
者の上位国と同様で母集団を反映していた。 
② 2000年の第1回多文化子育て調査時では、
滞在年数３～10 年未満が、入管法の改定の関
係で、ブラジル・ペルーが７割以上、中国も
64%と中心滞在層となっていた。しかし、2011
年調査では滞在年数 10～20 年にブラジル・
ペルーの６割前後が移行し、中国も前回の
24.0％から 43.1％へと増加して 10 年未満と
10 年以上滞在者が２つの最頻層を形成した。 
③「入園にあたって困ったこと」は、東京近
郊県と大阪府では待機児童数の関係で「就労
と入園の関係」が約４割、「入園するまでに
時間がかかった」が３割前後であったが、三

重と愛知では、「特に困ったことがなかった」
が４割強と地域差が大きく見られた。 
④「園の気がかり」上位４項目は、「裸足保
育・薄着」30.9％（前回 26.9%：以下カッコ
内は前回調査値）、「いじめ」30.0%（31.3%）、
「日本人保護者とのつきあい」17.6%（14.6%）
と、滞在年数の増加により日本語ができる保
護者が増えて、日本人とのつきあいを負担に
感じる親も増加した。対人意識は国籍に関わ
らず個人特性に起因することも検証された。 
⑤「子育ての一番の気がかり」上位４項目は、
１．「母語の教育や文化を学ばせること」
15.3%（16.3%）、２．「少食や食べ物のすきき
らい」8.6%（6.7%）、３．「病気やケガ」8.1%
（8.8%）。４．「教育費などお金のこと」6.2%
（3.9%）は増加し、経済不況や日本の高い教
育費を苦慮していた。また、「気がかりの複
数回答」では、前回 13 位の「言葉の発達が
遅れている」が６位に上昇。園や地域活動で
の保護者への母語通訳と同時に園児の言語
獲得への行政支援が必要とされていた。 
⑥保護者が提案する多文化子育て支援： 
自由記述の内容総数は 1473 件で、トップ

は、「母語通訳や外国語での情報の必要性」
17.9%、保育所に母語が話せる先生・通訳が
いて欲しい。役所・学校・病院などの情報を
多言語での対応を望む。「子育て手当ての増
額･経済援助・家事援助」10.8%。安定した収
入や子育て手当の継続・教育費の支援につい
て多く書かれていたが、後述する日本調査や
国際比較に共通する項目も多かった（図１）。 
 
図１多文化な保護者が提案する子育て支援 

（N=975） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
また、園・学校・地域での多文化交流の機

会、子どもへの日本語･日本文化の教育、偏
見や差別をしない、子どもへの能力開発･学
力向上、多文化子育てへの提言、働く保護者
への援助など、その内容は多岐にわたってい
た。一方で、13.9%が「園の先生や現状の支



援に満足･感謝」していた。子育て手当てや
現状の支援策は助かる・園や役所に母語を話
せる通訳がいる・多言語で情報を提供してく
れるので感謝しているなど、園や地域によっ
て支援格差があることがうかがわれた。 
 
（２）５つの調査結果概要：基本的属性 
①５つの調査の対象である園児の母親の平
均年齢は 35～36 歳で、30 代後半の父母が中
心層。日本と韓国で父親の回答者は２～８％
だが、多文化・台湾・中国は 17～18％と多か
った（表１）。父母の回答比率は、過去にこ
れらの国で、同種の質問票を用いて実施した
国際比較調査でも同様の傾向を示していた。 
 
 
 
 
 
 
 
表１ 回答者の父母の人数 
 
②就労状況は、日本・韓国は働く母親と専業
主婦が半々。多文化・台湾・中国はパートと
常勤で７～８割。祖父母との同居率は多文
化・日本・韓国２～６%に比べて、台湾・中
国は 10～24%と高かった。 
 
（３） 母親の子育て生活の受け止め方 
①子育て意識 18 項目中、上位 10 項目は、『現
状満足感』の３項目と『ネガティヴな関わり』
も同じく３項目があげられていた。なかでも、
台湾は子育ての明暗の両項目で最高点を示
し、韓国は学歴期待など『教育不安感』と『子
育て焦燥感』項目が他より高かった（表２）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

表２ 母親の子育て生活の受け止め方  

（とても+ややそう思う）上位 10 項目 

②中国・台湾は日本・韓国に比べて働く母親

が多く、子育て以外の充実感が高いが、しつ

けのしかたに自信が持てないと感じる親も

多かった。とくに中国はわが子に合うしつけ

法や教育情報への関心が極めて高かった。 

③総じて、韓国は、『現状満足感』が低い傾
向があり、『教育不安感』と『子育て焦燥感』
の項目が高いことが特徴的であった。日本は
他に比べて特出した値はなく、満足感や学歴
期待も低いという結果を示した。各国地域で
の質的調査では、社会規範や役割が交錯して、
子育ての本音と建て前が表出していた。 
 
（４）しつけ教育の情報環境 
①活用情報源の中での高信頼情報源は、多文
化も日本も同様に、「１位．配偶者、２位．
実家の親」で、多文化の３位は「園の先生」、
日本は「近所の友人」であった。多文化の４
位「育児書や教育書などの専門書」と５位「イ
ンターネットやブログ」は、いずれも母語で
情報が入手可能な情報源であった（図２）。 
②東アジアの都市部での高等教育を受けた
保護者の家庭では、少子化時代の子ども達は
親や祖父母からも過大な教育期待をかけら
れている。多くの親が「わが子に合った教育
法」や「より専門的な教育情報」をまわりの
情報環境に求めていることが自由記述にも
目立っていた。 
 
図２ 母親の高信頼情報源（％）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※高数値は四角で囲まれている。 
 

③高信頼情報源と信頼する判断理由：日本は

配偶者や実家の親、友人など身近ですぐに相

談できる人達が高信頼情報源で、『親近実用

性』が判断の基準となっている。韓国は、日

本に次いで近所の友人が多いが、園の先生や

インターネットなど専門知識や最新情報な

どの『専門性志向』と「自分や（配偶者）が

育ったように子どもを育てたい」など『ファ

ミリー意識』も他より高かった。台湾と中国

は祖父母との同居率は高いが、しつけ教育情

報は共通して、「園の先生と育児教育の専門

書」が上位にあげられていた。台湾・中国、

加えて韓国も「最新情報が手に入る・専門的 

な情報が入ること・専門的な知識があるこ

子育て生活の受け止め方の質問内容 全体
日本
N=218

韓国
N=107

台湾
N=110

中国
N=894

子どもを持つことで、自分自身が成長した 94.1 93.4 89.8 97.4 95.7

子どもを感情のままに叱りつけることがある 75.3 75.6 71.7 82.7 71.3

子どもが悪いと自分の責任のように思える 72.3 66.3 71.9 80.0 71.0

仕事、趣味やサークル、スポーツ、宗教者他
子育て以外の事で充実感を感じている

62.1 56.3 50.5 64.8 76.7

子どもには自分以上の学歴をつけたい 59.1 47.3 66.8 60.1 62.0

子どものしつけのしかたに自信がもてない 56.6 58.4 45.4 60.3 62.3

叱りすぎるなど、厳しくしすぎているのでは
ないかと思うことがある

56.0 55.0 48.8 66.0 54.1

母親としての自分に満足している 50.2 36.8 43.2 55.0 65.8

子どもを思わず叩いてしまうことがある 44.4 40.3 39.4 51.4 46.5

子育てだけでは社会に取り残されていく
感じがする

39.3 31.1 63.4 34.1 28.4

18.8 

22.3 
23.6 

7.9 

3.2 3.1 

16.1 

9.2 
6.9 

15.1 
12.6 13.9 

4.1 
5.7 

8.3 

23.3 

27.4 

1.9 2.9 3.4 4.3 

41.2 

21.9 

3.0 

近所の友人 実家の親 配偶者 園の先生 育児書や教育書

など専門書

インターネット

やブログ
日本（2181） 韓国（1075） 台湾（1102） 中国（894）

調査名 標本数 母親の人数 父親の人数

多文化子育て調査 2065 1676(81.2%) 389(18.8%)

日本調査 2220 2181(98.2%) 39(1.8%)

韓国調査 1164 1075(92.4%) 89(7.6%)

台湾調査 1340 1102(82.2%) 238(17.8%)

中国調査 1074 894(83.2%) 180(16.8%)



と」など権威ある情報が重要視されていた。 

④母親が最も不安になった高不安情報源： 
日本・台湾は「TV やラジオ・インターネッ

ト」で、中国は、「電話相談や相談機関・イ
ンターネット」であった。インターネット先
進国の韓国は、インターネットを高信頼情報
源として、13.9％と他の４～５倍をあげてい
たが（図２）、高不安情報源としても「１．
インターネット ２．配偶者の親 ３．習い事
や教室の先生」の順であげており、習い事な
ど教育熱心な側面が不安情報源にも表れて
いた。日本も「近所の友人」が、高信頼情報
でも高不安情報源としても３位であったが、
同一人物の友人かどうかは定かではない。し
かしながら、身近な集団である子育て仲間や
ママ友の中で、安心情報を得る一方で、育児
不安は増幅される傾向にある。TV やネットか
らは最新情報と同時に不確かな不安情報も
得るために不信感が募る実情が各国の結果
から示唆された。 
 
（５）保護者が提案する子育て支援 
①５つの調査では、「毎日の子育ての中で、
どのような子育て支援があるとよいか」を
「地域や民間サービス、行政を問わずに意見
や提案」を自由に記述してもらった。 
その結果の上位３項目を以下に紹介する。 
日本調査では 1453件の意見が寄せられて、

「１．一時保育サービス 19.5% ２．病児保
育の充実 13.9% ３．子育て情報・教育支援・
親への育児相談 11.7%」（N=1099）。韓国は、
「１．政府からの養育手当、経済教育費援助
など国策への提言 25.7% ２．保育費や教育
費支援 15.0% ３．地域での遊び場や施設・
子ども向けの活動・習い事 12.1%」（N=579 ）
で、日本も地域での遊び場や施設は４位にあ
げられた。 

台湾は、「１．扶養手当（養育手当）・経済
的な保育・教育費援助 38.8% ２．一時保育
サービス 20.0% ３．園の受託時間を長くし
て欲しい 13.8%」（N=500）の順で、中国は、
「１．子どもに合った子育て教育情報・親へ
の育児相談 34.4% ２．良い習慣や自立心を
養う園での教育を期待 28.2% ３．専門的な
指導法・最新情報の入手 15.4％」（N=479 ）
結果であった。中国では政策や行政への提案
は含めず、園や地域での支援に焦点化した。 
②相互に長い交流の歴史もあり、国内で出会
う機会が多い東アジア出身の保護者である。
自国では異なった育児文化や社会構造の中
で子育てをしているが、共通する視点も多く
書かれていた。そこで、各調査の自由記述内
容を、３つの共通した項目で分類した。 

１つ目は、「国や行政、公的サービス」で、
公的な経済的支援や子育て手当の保障、保育
教育費や医療費の減額や無償化である。   
とくに、韓国調査では国策への強い関心と意

見が寄せられた。日本では病児保育は他国に
比べて厳しい状況であることが提示された。 
２つ目は、対象地域が都市部であったため、

「地域の活動の活性化」となった。近所で安
心して遊べる施設の要望、低額や無償の習い
事や教育活動の供給、個別の教育情報や育児
相談を希望していた。 
３つ目は、少子化で子どもへの教育期待が

高い保護者達は、「園の先生の専門性の向上」
や園生活を通して「子どもの生活習慣の育
成」のみならず、「さらなる教育強化」を望
んでいる様子が多く記述されていた。 
なお、本調査が実施された 2012 年は各国

で政権交代に向けて、保育教育政策も激動の
時期であった。各国では、施策によってソフ
トとハードの両面から、幼保一元化への始動
や軌道修正をする過渡期となり、その歴史的
な力動性の実情を保護者と保育教育者、研究
者の視点から報告書にまとめた。 
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